
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 ※データはエルダー社員除く。2020年度および 2022年度実績は月数に換算（東日本ユニオン調べ） 
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「変革 2027」が発表されて以降、社員数は 7,000人の減となっています。職場では、日々の業務

を確実に遂行しながら「新たな価値創造」「横断的な課題解決」を具体的に推進しており、私たち一

人ひとりの負担は増え続けています！！ 

令和 4 年度第 2 四半期決算では、私たちが職場で行ったコストダウンの成果が顕著にあらわれて

います。営業費用を計画から「244億円も抑えた成果」を社員に還元するのは当然です！ 

個人で見れば支給水準は上がったように見える！？ 

 しかし、社員数の減により会社の持ち出し額は減っている！！ 

 

会社に回答の再考を 

求めています！ 


